
自動車損害賠償保障制度の概要

保険金支払

保険金支払のトラブル

指定紛争
処理機関

保険契約者
（自動車ユーザー）

監督

加害者

指示、公表、命令

調
停

求償

保険料

平成１６年度

約１３０万人

うち
ひき逃げ・
無保険車の
事故被害者

平成１６年度

約５千人

ひき逃げ
約４千人
無保険
約１千人弱

交付金・再保険金

被害者救済対策

介護料支給
療護センター運営など

事故分析調査など

自動車事故
発生防止対策

事故被害者

保険金支払適正化措置
・保険金支払に関する被害者等への情報提供
を義務付け
・死亡事案等に係る保険金支払（重要事案）の
国への届出を義務付け
・違反の場合、国は必要な指示、公表、命令

紛争処理機関による調停
・保険金の支払に関する紛争処理機関の調停

政府保障事業

自動車事故対策事業

政府保障事業

廃
止

自動車事故対策事業

保険料等充当交付金
再保険金

保険料等充当交付金勘定

※２０年度第一四半期までに
ユーザーに還元

政府再保険

・保険金の6割を国が
再保険

・再保険金支払審査の
過程で、 国が適正な
支払であるか確認

・不適正な保険金支払
には、国が再保険金
を支払わない

継続

保障勘定

約1,200億円
（平成１４年度初）

↓
約1,168億円

（平成１７年度末見込み）
※うち一般会計繰入490億円

自動車事故対策勘定

約8,700億円
（平成１４年度初）

↓
約8,284億円

（平成１７年度末見込み）
※うち一般会計繰入約5,100億円

賦課金等
（７０円）

平成１３年度以前平成１４年度以後

自動車損害賠償保障事業特別会計 自動車損害賠償責任再保険特別会計

保険会社

継続
運用益等
170億円/年

重要事案の届出

約10,700億円
（平成１４年度初）

↓
約3,300億円

（平成１７年度末見込み）

保障金支払（損害てん補）

平成16年度
約400件

平成16年度
約73,000件

損害保険料率
算出機構

損害調査を委託



自賠責保険の仕組み

○ 原付を含む自動車ユーザーに自賠責保険の契約を義務化し、加害者側に損害賠償能力を
確保させる仕組みが採用されている。
○ 被害者をより確実に救済するため、被害者が保険会社に対して保険金支払いを直接請求で
きることとされている。
○ 加害者側に免責立証責任を課すことにより、事実上の無過失責任主義が明確化されている。

被害者

保険会社
加害者等
（保険契約者）

①自己及び運転者が自動車の運
行に関し注意を怠らなかったこと

②被害者又は運転者以外の第三
者に故意又は過失があったこと

③自動車の構造上の欠陥又は機
能の障害がなかったこと

免責の三要件

保険料・請求

保険金

損
害
賠
償

直
接
請
求保

険
金
支
払
い

H12 H13 H14 H15 H16

支払件数（件） 1,216,137 1,251,752 1,273,264 1,286,471 1,260,802

支払額（億円） 9,443 9,465 9,709 9,720 9,351

自賠責保険・共済の支払件数・額



自賠責保険料の構造

※ 以下は自家用乗用車２４ヶ月契約の場合

営業費
(3,360円)

代理店
手数料
(1,600円)

賦課賦課金
(10円)

保険料等充当
交付金
(1,050円)

(23,720円)

純賦課金
(60円)

代理店

損害調査費
(1,930円)

保　　険　　会　　社　　等政府保障事業

純保険料

社費

付加保険料

保険料 ３１，７３０円
（ユーザー負担額 ３０，６８０円）



○ 保険金は、自賠法施行令に定める限度額を上限として支払われる。
○ これまでに、消費者物価上昇率、賃金上昇率、裁判例の動向等に鑑み、限度額は随時改
正されてきた。

保険金限度額の推移

昭和30.12.1 昭和35.9.1 昭和39.2.1 昭和41.7.1 昭和42.8.1 昭和44.11.1 昭和48.12.1 昭和50.7.1 昭和53.7.1 昭和60.4.15 平成3.4.1 平成14.4.1

事項

30 50 100 150 300 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,000

30 50 50 50 80 100 120 120 120 120

重傷 10 10 30 50 50 50 80 100 120 120 120 120

軽傷 3 3

級

1 4,000

2 3,000

級

1 100 150 300 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,000

2 87 131 266 444 888 1,332 1,776 2,186 2,590 2,590

3 75 113 235 392 784 1,175 1,567 1,898 2,219 2,219

4 64 96 206 343 687 1,030 1,373 1,537 1,889 1,889

5 53 80 177 295 590 884 1,179 1,383 1,574 1,574

6 43 64 150 250 500 750 1,000 1,154 1,296 1,296

7 33 50 125 209 418 627 836 949 1,051 1,051

8 26 39 101 168 336 504 672 750 819 819

9 19 29 78 131 261 392 522 572 616 616

10 13 20 60 101 201 302 403 434 461 461

11 9 13 45 75 149 224 299 316 331 331

12 5 7 31 52 104 157 209 217 224 224

13 20 34 67 101 134 137 139 139

14 11 19 37 56 75 75 75 75

12 12 30 50 50 50 80 100 160 200 290 290

2 2 5 10 10 10 20 25 40 40 40 40

1 1 2.5 5 5 5 10 15 20 20 20 20

0.2 0.2 0.5 1 1 1 2 3 5 5 5 5

　　実施年月日
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死亡に至る
までの傷害

死亡

傷
害

介護を要す
る後遺障害
（別表１）

後
遺
障
害

（
別
表
２

）

死亡

傷害

（単位：万円）



３３１件

１３６件

件数（平成16年度）

２０８件

３７７件

件数（平成16年度）

重度後遺障害

○ 事故被害による後遺障害に対して、後遺障害等級表（別表第一、別表第二）に基づき限
度額の範囲で保険金が支払われる。

○ 別表第一及び別表第二第一級から第三級までが、いわゆる重度後遺障害に該当する。

別表第一（自賠法施行令第二条関係）

別表第二（自賠法施行令第二条関係）

３，０００万円
一 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、随時介護を要するもの
二 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、随時介護を要するもの

第二級

４，０００万円
一 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要するもの
二 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの

第一級

限度額介護を要する後遺障害等級

２，２１９万円

一 一眼が失明し、他眼の視力が〇・〇六以下になつたもの
二 咀嚼又は言語の機能を廃したもの
三 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し終身労務に服することができないもの
四 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、終身労務に服することができないもの
五 両手の手指の全部を失つたもの

第三級

２，５９０万円

一 一眼が失明し、他眼の視力が〇・〇二以下になつたもの
二 両眼の視力が〇・〇二以下になつたもの
三 両上肢を手関節以上で失つたもの
四 両下肢を足関節以上で失つたもの

第二級

３，０００万円

一 両眼が失明したもの
二 咀嚼及び言語の機能を廃したもの
三 両上肢をひじ関節以上で失つたもの
四 両上肢の用を全廃したもの
五 両下肢をひざ関節以上で失つたもの
六 両下肢の用を全廃したもの

第一級

限度額後遺障害等級

１，００８件



自賠責保険金の支払基準

葬儀費

逸失利益

死亡 後遺障害

逸失利益

慰謝料

休業損害

傷害

積極損害

文書料、搬送費等

治療関係費
・応急手当費
・診察料
・入院費
・投薬料等
・通院費等

・看護料
・諸雑費
・柔道整復等の費用
・義肢等の費用
・診断書等の費用

慰謝料
慰謝料

遺族分

死亡者分

○ 交通事故被害者の損害に応じて、支払基準（※）に基づき、保険金額を積算する。

※ 自賠法第１６条の３に基づき、国土交通大臣及び内閣総理大臣が定めるもの



自賠責保険と任意保険

○ 自動車に関する損害保険として、自賠責保険（強制保険）のほか、任意保険がある。
○ 任意保険には、対人賠償保険、車両保険、対物賠償保険等がある。
○ 対人賠償保険は、自賠責保険の限度額を超える損害をてん補する性格を有している。

車両保険

自己の車両損害を補償

自分のための保険

対物賠償保険

相手車両損害の賠償責任を補償

物

損

事

故

被害者のための保険

人

身

事

故

政府保障事業（人身事故のみ）
上記自賠責保険等により救済されない無保険車、ひき逃げによる事故の被害者の損害
を加害者に代わって政府がてん補。

自賠責保険（共済）

強制保険
基本保障制度
【限度額】
死亡３，０００万円
後遺障害４，０００～７５万円
傷害１２０万円

対人賠償保険

【限度額】
通常無制限

自賠責の超過部分の
賠償責任を補償

（自損事故保険）
（無保険車傷害保険）

搭乗者傷害保険
運転者や同乗者の
人身損害等を補償

人身傷害補償保険
運転者等の歩行中の
人身損害を補償

民

間

の

保

険

に

よ

る

救

済

人
身
損
害
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任

自賠責保険

任意自動車保険の
対人賠償責任保険
（上積み保険）

【限度額】
死亡３，０００万円
後遺障害４，０００～７５万円
傷害１２０万円

【限度額】
通常無制限



政府保障事業の仕組み

○ ひき逃げ事故や無保険車事故のため自賠責保険の救済が受けられない被害者に対して、
政府が被害者の損害をてん補する。
○ 政府は損害をてん補したときは、その支払った金額を限度として、加害者等（損害賠償責任
者）に対する損害賠償請求権を取得し、求償を行う。

被 害 者
損害保険会社等

受 付

損害保険料率算出機構

調 査

国土交通省
自動車交通局
保障課

決 定①請求

②調査依頼

③照会、連絡、
追加書類依頼等

④調査結果
報告

⑤一件書類送付、
調査結果報告

⑥てん補額決定通知
⑦てん補額支払い

⑧求償

⑨弁済

加害者等

H12 H13 H14 H15 H16

支払件数（件） 4,619 4,165 3,683 4,272 4,754

支払額（億円） 51 41 50 51 55

政府保障事業のてん補件数・てん補額



自動車事故被害者支援に係る主な事業

被害者救済対策

生活、治療、介護の支援

事故治療の支援

○救急病院の医療設備整備
（医療機関）

医療機関 20病院

○交通遺児の授業料減免
（都道府県）

減免者 1,054人

給付者 1,674人○交通遺児の育成基金運営
（（財）交通遺児育成基金）

○重度後遺障害者の介護料支給
（（独）自動車事故対策機構）

支給者 3,921人

支給者 354人○重度後遺障害者の短期入院費助成
（（独）自動車事故対策機構）

病床 230床○遷延性意識障害者の療護施設運営
（（独）自動車事故対策機構）

保険金支払の支援

○交通事故無料法律相談
（（財）日弁連交通事故相談センター）

事故相談 34,353件

審査 353件○保険金支払に関する紛争処理
（（財）自賠責保険・共済紛争処理機構）

○運転手等への救急知識普及
（（社）日本交通福祉協会）

講習会受講者 5,205人

○交通遺児の生活資金貸付
（（独）自動車事故対策機構）

貸付者 1,054人


